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新たな理念で始められたはずの新研修制度が，発足からわずか6年で，
来年度から大きく変更することが決められました．医師不足が問題とな
っている産婦人科や小児科などの学会から，あるいは医学生自身から強
い反対があったにもかかわらず，これまでは必修となっていた産婦人科，
小児科，精神科，外科，麻酔科の中から 2科のみを選択すればよいこと
となります．広くパブリックコメントを聞くとされたため，学会や個人
から多くの反対意見が寄せられたにもかかわらず，ほぼ原案のとおり，
2年の初期研修期間で内科と救急以外はすべて選択となりました．しか
し定められている研修到達目標をどのようにしてクリアするのか，ある
いは到達目標自体を変えるのかについては一切示されていません．20
名以上の研修医を募集する施設では，その定員内で 2名以上の産婦人科
コースと小児科コースを設けることとなっていますが，このようなプロ
グラム変更が，来年度以降の産婦人科志望者数にどう影響するのか予測
は困難です．新研修制度修了後の平成 18 年に半分程度にまで激減して
いた新入産婦人科医師数は，医学界のみならず一般社会をも巻き込んだ
キャンペーン活動によって，今年ようやく平成 15 年以前のレベル近く
にまで回復してきていました．この動向に研修制度の変更がどう影響す
るか非常に懸念されます．
今年度から医師不足診療科への対策という名目で，医学部入学定員の
約10％増が認められました．またカリキュラムにも，産婦人科，小児科，
救命救急科などが担当する「医師不足診療科の問題を考える」というセ
ミナーとワークショップが加えられました．学生と議論しながら現状を
諸外国とも比較しつつ分析・検討していますが，産婦人科医師の絶対数
不足と偏在という問題は，医学部定員の増加や医学生への教育のみで解
決できるとは思われません．

（神崎 秀陽）
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